
石川県視察について
（報告）

令和７年１月15日

高知県

令和６年度第２回災害ケースマネジメント研修

★本研修は「内閣府・令和６年度災害ケースマネジメント実施体制整備に向けたモデル事業」の一環で実施しております

資料１



視察期間 令和６年11月20日～23日

参加者 高知県職員６名、高知市職員２名

視察場所 石川県庁、輪島市役所、
能登町役場、（社福）日本海クラブ
珠洲市健康増進センター など

能登町役場 珠洲市健康増進センター



石川県

被災高齢者等把握事業

 県主体で実施（全国初）

 JVOAD（全国災害ボランティアネットワーク）が事業を統括

 訪問活動を行ったのはNPO法人やJCMA（日本介護支援専門員協会【高齢者】）、
NSK（日本相談支援専門員協会【障害者】）

 県がデータベースを構築し、支援員が把握した情報を登録

被災者見守り・相談支援等事業

 市町社協が中心となって事業を実施

 各市町においてNPO等へ委託し、連携して実施



被災者情報の整理

データの整理方法

石川県では、県がデータベースを構築し、「被災高齢者等把
握事業」で支援員が把握した情報をタブレットで入力

アセスメントシート

フェーズによって必要な質問項目が変わってくる

個人情報の取り扱い

発災時に関係機関とどこまで共有できるか



民間団体との連携

平時からの関係構築

被災者支援にはNPO法人等の民間団体の協力が不可欠だが、
支援を申し入れてきた団体の素性を把握するのに苦慮

→平時からの関係構築が重要

珠洲市ではR5.5の地震時からNPO法人YNFと関係構築

士業関係者との連携

相続や住まいの再建方法など専門的な相談への対応

能登町では建築士団体と戸別訪問を実施



支援制度の周知

情報をわかりやすく伝える

輪島市では、NPO法人（ワンファミリー仙台、YNF）が発行
元となり、住まい再建に向けたパンフレットを作成

輪島市HPよりご覧いただけます ※休眠預金等活用事業の助成事業により作成


